第６回大学設置準備委員会での意見
１　教育課程について
　■現在の学科名にふさわしい学部名にするため，学部名称の変更を次のとおり提案する。

	教育学部 児童教育学科
	
	教育学部 児童教育学科（変更なし）

	現代教養学部 都市経営学科
	
	都市経営学部 都市経営学科（変更）


　【現代教養学部の学部名称変更の趣旨】

これまで，人材育成像，学部設置の趣旨，目的に照らして，環境学系，都市工学系，経済学系，社会学系の４つの分野を横断的に学ぶ都市経営学科の内容づくりを進めてきた。
教育課程等設置構想の具体化を図りつつ詰めの作業を行う中で，都市経営学により近いものとなってきたが，学部名称との乖離が明らかになってきた。

文科省との事前協議を含め，内容を精査する中で，現在の学部名では大学設置・学校法人審議会の審査をクリアするのは困難と判断した。
設置構想の内容を改めるのではなく，むしろ内容に相応しい学部名称に改めるもの。

【主な発言内容】
・非常に分かりやすい名称。現代教養学部というのでは，これまで非常に説明しにくい部分があった。
・高校生や保護者にとっても，分かりやすくなるのではないか。
・経済界からは，都市開発的なものが欲しいという意見があったので，これで良いと思う。

・都市経営学部というのは日本の大学では始めて。福山市立大学ならではの都市経営学を見出していかないといけない。
○ その他
・都市経営となると，公務員養成と誤解されかねないので，そうではない持続可能性をテーマに都市社会の様々な方面で活躍する人材育成，他大学にない特徴を明確にするべき。
・学部設置の理念や哲学を十分に議論を重ね，ゼネラリストなのか実務家の養成なのか明確に打ち出すべき。

・マネジメントは「やりくり」と狭義にとられがちであるので，拡張性を切り出すガバナンスの視点を取り入れるべき。
・類似学部名称でいえば，近いのが総合政策学部。しかし，総合政策でも内容を十分に表現できない。

・「都市」というとき，「東京」とそれ以外は明らかに違うので，東京ではない地方都市を「都市」と定義するのに学問的理解が得られるよう留意すべき。

　⇒　「都市経営学部」への変更を委員会の案として決定し，設置者に報告をするものとした
２　図書整備について
　■大学図書館は校舎２階・３階部分に整備され，蔵書能力は186,000冊。
　　大学設置基準に基づいた図書館整備と図書整備を実施する。
　　市民開放は原則行うが，教育研究に支障が生じないよう，一定の制限を課す。
　　市民図書館との連携は蔵書相互検索と図書の相互賃借，文献複写が軸。

【主な発言内容】
○ 図書館整備について

・図書館は大学の魂である。
・図書館の使命は現在まで培ってきた資産を蓄積し，後代に残していくこと。
・まずは，大学図書館としての自立性を十分に確保すべき。そのうえで，市民開放などを行う。
○ 図書整備計画について

・少ない冊数でも特色を持たせる必要がある。
・地域的な特徴を活かし，福山市立大学に来なければ見られないような資料の収集を。
・大学の教授などは，一般にはとても手に入らないような貴重な本を所蔵している。
蔵書収集に当たっては，こういった方々に寄付をお願いしてはどうか。
・色々な本の背表紙を見るだけでも学習意欲がわくのが人間。
　学生は参考図書が並んだ書架を歩き，背表紙を眺めるのが，研究の第一歩。「こんな本があるのか」と閃めくことができるので，十分な冊数の図書を整備して欲しい。
○ その他
・書庫はすぐ狭くなるため，将来的には書庫の増築や短大への保管なども検討したほうが良い。
・開館時間をどのくらいにするのか，誰がどう管理するのか，検討して欲しい。
・秋田県の国際教養大学などは図書館が２４時間開館している。
　市としての問題はあるだろうが，０時以降は学生に運営させるなど，方法があるのでは。
・図書館など学内の色々な管理業務に学生をどう参加させるか，検討を。
　⇒　図書整備については，今回報告されたものを軸に，今後部会の中で議論を深めていくものとした。

３ 運営システムについて
　■学内情報システムとして，ネットワーク基盤（配線含む），学務，教務，図書館，各種情報
機器を一式調達し，整備する。整備による効果は，大学力向上・事務効率改善・情報セキュリティ強化など。2009年10月より総合評価落札方式による一般競争入札での調達に着手し，業者決定後，来年1月から構築開始。本稼動は開学直前の2011年3月となる見込み。

【主な発言内容】
・運用体制の人材をどう確保するのかが課題。
・学務・教務システムは非常に複雑なため，最初は他大学から職員の派遣を受けたり，
　大学事務の経験者を受け入れるなどの検討が必要ではないか。
・民間ではシステム開発部門があるが，大学でも誰かがそういう仕様書を作るノウハウを持っておく必要がある。
・システム開発部門がコーディネートしながら，業務の分かる専門の人が必要に応じて組織を組み，システムの仕様書を作り，最後にシステム会社が入れて開発する，という体制を組むべき。
・学内の莫大な文書を管理する文書管理システムが必要ではないか。
　⇒　運営システムについては，今回報告された情報システムの他，運営体制なども含め，今後部会の中で議論を深めていくものとした。

４ 教員選考について

　■個人情報等を含む人事案件のため，非公開による協議。
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